
（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　①～②－ア

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付
①平均落札率（予定価格に対する落札価格の割合・単純平均・予定価格を設定していない場合は、その旨明記）

平成16年度 ％

平成17年度 ％

平成18年度 － ％

①―ア　特命随契の平均落札率

平成16年度 ％

平成17年度 ％

平成18年度 － ％

②落札率段階別（50％未満、50％以上は10％刻み）の契約件数 （単位：件）
50%未満 60%未満 70%未満 80%未満 90%未満 100%以下 備考

50%以上 60%以上 70%以上 80%以上 90%以上
平成16年度 調査中

平成17年度 調査中

平成18年度 予定価格を設定してい
ない

②―ア　特命随契の落札率段階別の契約件数 （単位：件）
50%未満 60%未満 70%未満 80%未満 90%未満 100%以下 備考

50%以上 60%以上 70%以上 80%以上 90%以上
平成16年度 調査中

平成17年度 調査中

平成18年度 予定価格を設定してい
ない

備考
調査中

調査中

予定価格を設定していない

備考
調査中

調査中

予定価格を設定していない



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③④

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付
③金銭交付件数の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位100団体）
④③の団体の内、平成18年度の上位100団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1
株式会社電通国際情報サー
ビス

31 1,059 1 システム更新 2 システム更新 3 システム保守 4 システム更新 5 システム作業委託

－ － ・「国家公務員
再就職者の在籍
数」は、相手先
団体の内部情報
であり、把握し
ていないため記
載していない。
・備考欄におい
て、以下同じ。

18 2 富士通株式会社 11 215 1 システム作業委託 2 システム保守 3 システム更新 4 システム更新 5 システム更新
－ －

18 3
アビームコンサルティング
株式会社

9 163 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 コンサルティング費用
－ －

18 4 株式会社ティ・コネクト 8 99 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム保守
－ －

18 5 財団法人日本経済研究所 7 123 1 財務データバンク作成 2 財務データバンク作成 3 統計要覧作成 4 調査委託 5 調査委託
－ －

18 6
ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ　ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社

7 96 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム更新
－ －

18 7
株式会社千代田エイジェン
シー

5 242 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 施設管理費 5 施設管理費
－ －

18 8
株式会社日本ブレインウエ
アトラスト

5 82 1 システム作業委託 2 システム更新 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 システム更新
－ －

18 9 鹿島建設株式会社 5 75 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 施設改修工事費 4 施設改修工事費 5 施設改修工事費
－ －

18 10 都市総合整備株式会社 4 193 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 施設管理費 5
－ －

18 11
財団法人北海道東北地域経
済総合研究所

4 25 1 地域ハンドブック作成 2 調査委託 3 調査委託 4 調査委託 5
－ －

18 12
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ・ﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ
株式会社

4 22 1 広報誌印刷製本費用 2 広報誌印刷製本費用 3 広報誌印刷製本費用 4 広報誌印刷製本費用 5
－ －

18 13 都市管理サービス株式会社 3 292 1 本店ビル管理業務 2 本店ビル管理業務 3 施設管理費 4 5
－ －

18 14 大星ビル管理株式会社 3 101 1 支店維持管理費 2 支店事務所賃借料 3 支店事務所公益費 4 5
－ －

18 15 ＫＤＤＩ株式会社 3 79 1 回線使用料 2 回線使用料 3 電話料等使用料 4 5
－ －

18 16
サリヴァンアンドクロム
ウェル外国法共同事業法律
事務所

3 38 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 弁護士費用 4 5

－ －

18 17 ネクストコム株式会社 3 32 1 システム保守 2 システム保守 3 システム保守 4 5
－ －

18 18 エームサービス株式会社 3 22 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 5
－ －

18 19 日本電設工業株式会社 2 119 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 20 富士ゼロックス株式会社 2 75 1 複写機使用料 2 トナー代 3 4 5
－ －

18 21 税理士法人平成会計社 2 71 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 22 株式会社第一ビルディング 2 70 1 支店事務所賃借料 2 支店事務所賃借料 3 4 5
－ －

備考年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

年度 番号

調査中

調査中

備考相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等） 備考年度 番号



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③④

18 23 みすず監査法人 2 66 1 監査費用 2 研修委託 3 4 5
－ －

18 24 株式会社オービック 2 62 1 システム更新 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 25 株式会社三菱東京UFJ銀行 2 52 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 26 須賀工業株式会社 2 47 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 27 高砂熱学工業株式会社 2 34 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 28
株式会社都市未来総合サー
ビス

2 32 1 施設管理費 2 福利厚生業務委託 3 4 5
－ －

18 29
エヌ・ティ・ティ・ビジネ
スアソシエ株式会社

2 29 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 30 凸版印刷株式会社 2 23 1
ディスクロ誌印刷・製本費
用

2 アニュアルﾚﾎﾟｰﾄ製本印刷 3 4 5
－ －

18 31
ワトソンワイアット株式会
社

2 20 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 32 あさひ・狛法律事務所 2 19 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 4 5
－ －

18 33
ＮＥＣネッツエスアイ株式
会社

2 17 1 電話交換機保守 2 電話移設費 3 4 5
－ －

18 34
株式会社トーマスドットコ
ム

2 16 1 システム保守 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 35 みずほコーポレート銀行 2 13 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 36 日本総合サービス株式会社 2 11 1 自動車運行管理業務委託 2 自動車運行管理業務委託 3 4 5
－ －

18 37 ダイビル株式会社 1 154 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 38
富士通サポートアンドサー
ビス株式会社

1 119 1 システム作業委託 2 3 4 5
－ －

18 39 株式会社電気ビル 1 91 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 40 株式会社電通 1 77 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 41 東京電力株式会社 1 73 1 電力使用料
－ －

18 42 日本ビルファンド投資法人 1 70 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 43 国際自動車株式会社 1 67 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 44 株式会社名豊グループ本社 1 64 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 45 CDL Properties Ltd 1 63 1
海外事務所移転費用及び賃
借料

2 3 4 5
－ －

18 46 中央青山監査法人 1 54 1 監査費用 2 3 4 5
－ －

18 47
ｱﾝﾀﾞｰｿﾝ・毛利・友常法律事
務所

1 53 1 弁護士費用 2 3 4 5
－ －

18 48 株式会社中央建物 1 52 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 49
ソフトバンクテレコム株式
会社

1 44 1 電話等使用料 2 3 4 5
－ －

18 50 国民生活金融公庫 1 43 1 公庫ビル管理業務 2 3 4 5
－ －

18 51
金沢中央ビルディング株式
会社

1 35 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 52

星光ビル管理株式会社(支払
先）
鹿児島商工会議所・日本生
命保険相互会社（契約先）

1 34 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5

－ －

契約先は、鹿児
島商工会議所及
び日本生命保険
相互会社

18 53
DEGI Deutsche
Gesellschaft fuer
Immobilienfonds GmbH

1 34 1
海外事務所移転費用及び賃
借料

2 3 4 5

－ －

18 54
(２社契約）中央ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
株式会社・株式会社きらめ
き

1 30 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5

－ －
契約先は、中央
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会
社及び環境をｻ
ﾎﾟｰﾄする株式会
社きらめき



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③④

18 55
CESC 1101 17th Street
L.L.C. of Delaware

1 30 1 海外事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 56
コニカミノルタテクノ東京
株式会社

1 27 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 57 株式会社リコー 1 26 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 58
日経メディアマーケティン
グ株式会社

1 22 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 59 日本交通株式会社 1 20 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 60 株式会社東京商工リサーチ 1 18 1 企業情報検索 2 3 4 5
－ －

18 61
スタンダードアンドプアー
ズ

1 17 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 62
株式会社三友システムアプ
レイザル

1 17 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 63
株式会社ジャパン・メディ
カル・ブランチ

1 17 1 診療所業務委託 2 3 4 5
－ －

18 64
株式会社伊豆急コミュニ
ティー

1 15 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 65
ダイヤモンドリース株式会
社

1 15 1 システムリース 2 3 4 5
－ －

18 66
東京海上アセットマネジメ
ント投信株式会社

1 14 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 67 住商情報システム株式会社 1 14 1 システム更新 2 3 4 5
－ －

18 68
株式会社ビー・エス・エス
企画

1 13 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 69
東洋オフィスメーション株
式会社

1 13 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 70 株式会社九段都市鑑定 1 13 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 71 株式会社東京カンテイ 1 12 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 72
エヌ・ティ・ティ都市開発
株式会社

1 12 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 73 商船三井興産株式会社 1 12 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 74 財団法人日中経済協会 1 12 1 派遣運営経費 2 3 4 5
－ －

18 75
株式会社インターネットイ
ニシアティブ

1 11 1 インターネット使用料 2 3 4 5
－ －

18 76 Moody's　KMV Company 1 11 1
クレジットモニターサービ
ス

2 3 4 5
－ －

18 77
Securities and Exchange
Commission

1 11 1 登録手数料 2 3 4 5
－ －

18 78 株式会社ＡＢＭ 1 11 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 79
株式会社ネクストソリュー
ションズ

1 10 1 ホームページ業務委託 2 3 4 5
－ －

18 80 東急リバブル株式会社 1 10 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 81
デロイト　トーマツ　ＦＡ
Ｓ　株式会社

1 9 1 ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ費用 2 3 4 5
－ －

18 82
文化放送キャリアパート
ナーズ株式会社

1 9 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 83 株式会社野村総合研究所 1 9 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 84
株式会社格付投資情報セン
ター

1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 85 ムーディーズ社 1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 86 都市管理サービス株式会社 1 9 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 87 東京官書普及株式会社 1 9 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 88 東日本電信電話株式会社 1 9 1 電話使用料 2 3 4 5
－ －

18 89
Hitachi Capital Singapore
Pte Ltd

1 9 1 備品リース（海外事務所） 2 3 4 5
－ －

18 90 あずさ監査法人 1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 91
株式会社ストック・リサー
チ

1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③④

18 92 住商リース株式会社 1 8 1 システムリース 2 3 4 5
－ －

18 93 大新東株式会社 1 8 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 94 東京トヨタ自動車株式会社 1 8 1 自動車購入 2 3 4 5
－ －

18 95 株式会社日本経済社 1 7 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 96 株式会社伊豆急ハウジング 1 7 1 施設改修工事費 2 3 4 5
－ －

18 97 明治安田生命保険相互会社 1 7 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 98 株式会社飛竜企画 1 7 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 99 株式会社オートシステム 1 7 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 100 税理士法人PWC 1 7 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③－ア④－ア

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付
③―ア　特命随契による金銭交付件数の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位100団体）
④―ア　③―アの団体の内、平成18年度の上位100団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1
株式会社電通国際情報サー
ビス

29 1,046 1 システム更新 2 システム更新 3 システム保守 4 システム更新 5 システム作業委託 － －

・「国家公務員
再就職者の在籍
数」は、相手先
団体の内部情報
であり、把握し
ていないため記
載していない。
・備考欄におい
て、以下同じ。

18 2
アビームコンサルティング
株式会社

9 163 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 コンサルティング費用
－ －

18 3 富士通株式会社 8 153 1 システム作業委託 2 システム更新 3 システム更新 4 バックアップセンター賃借料 5 システム更新
－ －

18 4 株式会社ティ・コネクト 8 99 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム保守
－ －

18 5 財団法人日本経済研究所 7 123 1 財務データバンク作成 2 財務データバンク作成 3 統計要覧作成 4 調査委託 5 調査委託
－ －

18 6
ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ　ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社

7 96 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム更新
－ －

18 7
株式会社千代田エイジェン
シー

5 242 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 施設管理費 5 施設管理費
－ －

18 8
株式会社日本ブレインウエ
アトラスト

5 82 1 システム作業委託 2 システム更新 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 システム更新
－ －

18 9 鹿島建設株式会社 5 75 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 施設改修工事費 4 施設改修工事費 5 施設改修工事費
－ －

18 10
財団法人北海道東北地域経
済総合研究所

4 25 1 地域ハンドブック作成 2 調査委託 3 調査委託 4 調査委託 5
－ －

18 11
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ・ﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ
株式会社

4 22 1 広報誌印刷製本費用 2 広報誌印刷製本費用 3 広報誌印刷製本費用 4 広報誌印刷製本費用 5
－ －

18 12 都市総合整備株式会社 3 169 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 5
－ －

18 13 都市管理サービス株式会社 3 292 1 本店ビル管理業務 2 本店ビル管理業務 3 施設管理費 4 5
－ －

18 14 大星ビル管理株式会社 3 101 1 支店維持管理費 2 支店事務所賃借料 3 支店事務所公益費 4 5
－ －

18 15
サリヴァンアンドクロム
ウェル外国法共同事業法律
事務所

3 38 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 弁護士費用 4 5

－ －

18 16 ネクストコム株式会社 3 32 1 システム保守 2 システム保守 3 システム保守 4 5
－ －

18 17 日本電設工業株式会社 2 119 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 18 富士ゼロックス株式会社 2 75 1 複写機使用料 2 トナー代 3 4 5
－ －

18 19 税理士法人平成会計社 2 71 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 20 株式会社第一ビルディング 2 70 1 支店事務所賃借料 2 支店事務所賃借料 3 4 5
－ －

18 21 みすず監査法人 2 66 1 監査費用 2 研修委託 3 4 5
－ －

18 22 株式会社オービック 2 62 1 システム更新 2 システム更新 3 4 5
－ －

備考年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

年度 番号

調査中

調査中

備考相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等） 備考年度 番号



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③－ア④－ア

18 23 株式会社三菱東京UFJ銀行 2 52 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 24 須賀工業株式会社 2 47 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 25 高砂熱学工業株式会社 2 34 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 26
株式会社都市未来総合サー
ビス

2 32 1 施設管理費 2 福利厚生業務委託 3 4 5
－ －

18 27 凸版印刷株式会社 2 23 1
ディスクロ誌印刷・製本費
用

2 アニュアルﾚﾎﾟｰﾄ製本印刷 3 4 5
－ －

18 28
ワトソンワイアット株式会
社

2 20 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 29 あさひ・狛法律事務所 2 19 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 4 5
－ －

18 30
ＮＥＣネッツエスアイ株式
会社

2 17 1 電話交換機保守 2 電話移設費 3 4 5
－ －

18 31
株式会社トーマスドットコ
ム

2 16 1 システム保守 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 32 エームサービス株式会社 2 14 1 施設管理費 2 施設管理費 3 4 5
－ －

18 33 みずほコーポレート銀行 2 13 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 34 ダイビル株式会社 1 154 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 35
富士通サポートアンドサー
ビス株式会社

1 119 1 システム作業委託 2 3 4 5
－ －

18 36 株式会社電気ビル 1 91 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 37 東京電力株式会社 1 73 1 電力使用料 2 3 4 5
－ －

18 38 日本ビルファンド投資法人 1 70 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 39 株式会社名豊グループ本社 1 64 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 40 中央青山監査法人 1 54 1 監査費用 2 3 4 5
－ －

18 41
ｱﾝﾀﾞｰｿﾝ・毛利・友常法律事
務所

1 53 1 弁護士費用 2 3 4 5
－ －

18 42 株式会社中央建物 1 52 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 43 国民生活金融公庫 1 43 1 公庫ビル管理業務 2 3 4 5
－ －

18 44
金沢中央ビルディング株式
会社

1 35 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 45
DEGI Deutsche
Gesellschaft fuer
Immobilienfonds GmbH

1 34 1
海外事務所移転費用及び賃
借料

2 3 4 5

－ －

18 46
(２社契約）中央ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
株式会社・株式会社きらめ
き

1 30 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5

－ －

契約先は、中央
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会
社及び環境をｻ
ﾎﾟｰﾄする株式会
社きらめき

18 47
CESC 1101 17th Street
L.L.C. of Delaware

1 30 1 海外事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 48
コニカミノルタテクノ東京
株式会社

1 27 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 49 株式会社リコー 1 26 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 50
日経メディアマーケティン
グ株式会社

1 22 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 51 日本交通株式会社 1 20 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 52
エヌ・ティ・ティ・ビジネ
スアソシエ株式会社

1 20 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 53 株式会社東京商工リサーチ 1 18 1 企業情報検索 2 3 4 5
－ －

18 54
スタンダードアンドプアー
ズ

1 17 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 55
株式会社三友システムアプ
レイザル

1 17 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③－ア④－ア

18 56
株式会社ジャパン・メディ
カル・ブランチ

1 17 1 診療所業務委託 2 3 4 5
－ －

18 57
株式会社伊豆急コミュニ
ティー

1 15 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 58
東京海上アセットマネジメ
ント投信株式会社

1 14 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 59 住商情報システム株式会社 1 14 1 システム更新 2 3 4 5
－ －

18 60
株式会社ビー・エス・エス
企画

1 13 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 61
東洋オフィスメーション株
式会社

1 13 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 62 株式会社九段都市鑑定 1 13 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 63 株式会社東京カンテイ 1 12 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 64
エヌ・ティ・ティ都市開発
株式会社

1 12 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 65 商船三井興産株式会社 1 12 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 66 財団法人日中経済協会 1 12 1 派遣運営経費 2 3 4 5
－ －

18 67
株式会社インターネットイ
ニシアティブ

1 11 1 インターネット使用料 2 3 4 5
－ －

18 68 Moody's　KMV Company 1 11 1
クレジットモニターサービ
ス

2 3 4 5
－ －

18 69
Securities and Exchange
Commission

1 11 1 登録手数料 2 3 4 5
－ －

18 70 株式会社ＡＢＭ 1 11 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 71
株式会社ネクストソリュー
ションズ

1 10 1 ホームページ業務委託 2 3 4 5
－ －

18 72 東急リバブル株式会社 1 10 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 73
デロイト　トーマツ　ＦＡ
Ｓ　株式会社

1 9 1 ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ費用 2 3 4 5
－ －

18 74
文化放送キャリアパート
ナーズ株式会社

1 9 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 75 株式会社野村総合研究所 1 9 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 76
株式会社格付投資情報セン
ター

1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 77 ムーディーズ社 1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 78 都市管理サービス株式会社 1 9 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 79 東京官書普及株式会社 1 9 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 80 東日本電信電話株式会社 1 9 1 電話使用料 2 3 4 5
－ －

18 81 あずさ監査法人 1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 82
株式会社ストック・リサー
チ

1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 83 株式会社日本経済社 1 7 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 84 明治安田生命保険相互会社 1 7 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 85 株式会社飛竜企画 1 7 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 86 株式会社日建設計 1 7 1 施設改修工事費 2 3 4 5
－ －

18 87
ジブラルタ生命保険株式会
社

1 7 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 88 税理士法人PWC 1 7 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 89 税理士法人中央青山 1 7 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 90 ＫＤＤＩ株式会社 1 7 1 電話料等使用料 2 3 4 5
－ －

18 91 中村慈美税理士事務所 1 6 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　③－ア④－ア

18 92
マイルストーンターンアラ
ウンドマネジメント株式会
社

1 6 1 コンサルティング費用 2 3 4 5

－ －

18 93 日本格付研究所 1 6 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 94 Donnelley Roman Financial 1 6 1 印刷費用 2 3 4 5
－ －

18 95
有限会社ネルヴァ・インベ
ストメント

1 6 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 96 株式会社野村総合研究所 1 6 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 97
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

1 6 1 システム保守 2 3 4 5
－ －

18 98 株式会社赤井沢 1 6 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 99
株式会社東京クリアセン
ター

1 5 1 一般廃棄物処理 2 3 4 5
－ －

18 100 株式会社スクウェイブ 1 5 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤⑥

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付
⑤金銭交付総額の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位100団体）
⑥⑤の団体の内、平成18年度の上位100団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人）内、常勤者数

18 1
株式会社電通国際情報サー
ビス

31 1,059 1 システム更新 2 システム更新 3 システム保守 4 システム更新 5 システム作業委託 － －

・「国家公務員
再就職者の在籍
数」は、相手先
団体の内部情報
であり、把握し
ていないため記
載していない。
・備考欄におい
て、以下同じ。

18 2 都市管理サービス株式会社 3 292 1 本店ビル管理業務 2 本店ビル管理業務 3 施設管理費 4 5
－ －

18 3
株式会社千代田エイジェン
シー

5 242 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 施設管理費 5 施設管理費
－ －

18 4 富士通株式会社 11 215 1 システム作業委託 2 システム保守 3 システム更新 4 システム更新 5 システム更新
－ －

18 5 都市総合整備株式会社 4 193 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 施設管理費 5
－ －

18 6
アビームコンサルティング
株式会社

9 163 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 コンサルティング費用
－ －

18 7 ダイビル株式会社 1 154 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 8 財団法人日本経済研究所 7 123 1 財務データバンク作成 2 財務データバンク作成 3 統計要覧作成 4 調査委託 5 調査委託
－ －

18 9 日本電設工業株式会社 2 119 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 10
富士通サポートアンドサー
ビス株式会社

1 119 1 システム作業委託 2 3 4 5
－ －

18 11 大星ビル管理株式会社 3 101 1 支店維持管理費 2 支店事務所賃借料 3 支店事務所公益費 4 5
－ －

18 12 株式会社ティ・コネクト 8 99 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム保守
－ －

18 13
ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ　ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社

7 96 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム更新
－ －

18 14 株式会社電気ビル 1 91 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 15
株式会社日本ブレインウエ
アトラスト

5 82 1 システム作業委託 2 システム更新 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 システム更新
－ －

18 16 ＫＤＤＩ株式会社 3 79 1 回線使用料 2 回線使用料 3 電話料等使用料 4 5
－ －

18 17 株式会社電通 1 77 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 18 鹿島建設株式会社 5 75 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 施設改修工事費 4 施設改修工事費 5 施設改修工事費
－ －

18 19 富士ゼロックス株式会社 2 75 1 複写機使用料 2 トナー代 3 4 5
－ －

18 20 東京電力株式会社 1 73 1 電力使用料
－ －

18 21 税理士法人平成会計社 2 71 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 22 株式会社第一ビルディング 2 70 1 支店事務所賃借料 2 支店事務所賃借料 3 4 5
－ －

18 23 日本ビルファンド投資法人 1 70 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

備考年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

年度 番号

調査中

調査中

備考相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等） 備考年度 番号



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤⑥

18 24 国際自動車株式会社 1 67 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 25 みすず監査法人 2 66 1 監査費用 2 研修委託 3 4 5
－ －

18 26 株式会社名豊グループ本社 1 64 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 27 CDL Properties Ltd 1 63 1
海外事務所移転費用及び賃
借料

2 3 4 5
－ －

18 28 株式会社オービック 2 62 1 システム更新 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 29 中央青山監査法人 1 54 1 監査費用 2 3 4 5
－ －

18 30
ｱﾝﾀﾞｰｿﾝ・毛利・友常法律事
務所

1 53 1 弁護士費用 2 3 4 5
－ －

18 31 株式会社三菱東京UFJ銀行 2 52 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 32 株式会社中央建物 1 52 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 33 須賀工業株式会社 2 47 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 34
ソフトバンクテレコム株式
会社

1 44 1 電話等使用料 2 3 4 5
－ －

18 35 国民生活金融公庫 1 43 1 公庫ビル管理業務 2 3 4 5
－ －

18 36
サリヴァンアンドクロム
ウェル外国法共同事業法律
事務所

3 38 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 弁護士費用 4 5

－ －

18 37
金沢中央ビルディング株式
会社

1 35 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 38

星光ビル管理株式会社(支払
先）
鹿児島商工会議所・日本生
命保険相互会社（契約先）

1 34 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5

－ －
契約先は、鹿児
島商工会議所及
び日本生命保険
相互会社

18 39 高砂熱学工業株式会社 2 34 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 40
DEGI Deutsche
Gesellschaft fuer
Immobilienfonds GmbH

1 34 1
海外事務所移転費用及び賃
借料

2 3 4 5

－ －

18 41
株式会社都市未来総合サー
ビス

2 32 1 施設管理費 2 福利厚生業務委託 3 4 5
－ －

18 42 ネクストコム株式会社 3 32 1 システム保守 2 システム保守 3 システム保守 4 5
－ －

18 43
(２社契約）中央ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
株式会社・株式会社きらめ
き

1 30 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5

－ －
契約先は、中央
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会
社及び環境をｻ
ﾎﾟｰﾄする株式会
社きらめき

18 44
CESC 1101 17th Street
L.L.C. of Delaware

1 30 1 海外事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 45
エヌ・ティ・ティ・ビジネ
スアソシエ株式会社

2 29 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 46
コニカミノルタテクノ東京
株式会社

1 27 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 47 株式会社リコー 1 26 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 48
財団法人北海道東北地域経
済総合研究所

4 25 1 地域ハンドブック作成 2 調査委託 3 調査委託 4 調査委託 5
－ －

18 49 凸版印刷株式会社 2 23 1
ディスクロ誌印刷・製本費
用

2 アニュアルﾚﾎﾟｰﾄ製本印刷 3 4 5
－ －

18 50
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ・ﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ
株式会社

4 22 1 広報誌印刷製本費用 2 広報誌印刷製本費用 3 広報誌印刷製本費用 4 広報誌印刷製本費用 5
－ －

18 51 エームサービス株式会社 3 22 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 5
－ －

18 52
日経メディアマーケティン
グ株式会社

1 22 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 53
ワトソンワイアット株式会
社

2 20 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 54 日本交通株式会社 1 20 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 55 あさひ・狛法律事務所 2 19 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤⑥

18 56 株式会社東京商工リサーチ 1 18 1 企業情報検索 2 3 4 5
－ －

18 57
スタンダードアンドプアー
ズ

1 17 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 58
ＮＥＣネッツエスアイ株式
会社

2 17 1 電話交換機保守 2 電話移設費 3 4 5
－ －

18 59
株式会社三友システムアプ
レイザル

1 17 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 60
株式会社ジャパン・メディ
カル・ブランチ

1 17 1 診療所業務委託 2 3 4 5
－ －

18 61
株式会社トーマスドットコ
ム

2 16 1 システム保守 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 62
株式会社伊豆急コミュニ
ティー

1 15 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 63
ダイヤモンドリース株式会
社

1 15 1 システムリース 2 3 4 5
－ －

18 64
東京海上アセットマネジメ
ント投信株式会社

1 14 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 65 住商情報システム株式会社 1 14 1 システム更新 2 3 4 5
－ －

18 66 みずほコーポレート銀行 2 13 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 67
株式会社ビー・エス・エス
企画

1 13 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 68
東洋オフィスメーション株
式会社

1 13 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 69 株式会社九段都市鑑定 1 13 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 70 株式会社東京カンテイ 1 12 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 71
エヌ・ティ・ティ都市開発
株式会社

1 12 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 72 商船三井興産株式会社 1 12 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 73 財団法人日中経済協会 1 12 1 派遣運営経費 2 3 4 5
－ －

18 74
株式会社インターネットイ
ニシアティブ

1 11 1 インターネット使用料 2 3 4 5
－ －

18 75 日本総合サービス株式会社 2 11 1 自動車運行管理業務委託 2 自動車運行管理業務委託 3 4 5
－ －

18 76 Moody's　KMV Company 1 11 1
クレジットモニターサービ
ス

2 3 4 5
－ －

18 77
Securities and Exchange
Commission

1 11 1 登録手数料 2 3 4 5
－ －

18 78 株式会社ＡＢＭ 1 11 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 79
株式会社ネクストソリュー
ションズ

1 10 1 ホームページ業務委託 2 3 4 5
－ －

18 80 東急リバブル株式会社 1 10 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 81
デロイト　トーマツ　ＦＡ
Ｓ　株式会社

1 9 1 ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ費用 2 3 4 5
－ －

18 82
文化放送キャリアパート
ナーズ株式会社

1 9 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 83 株式会社野村総合研究所 1 9 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 84
株式会社格付投資情報セン
ター

1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 85 ムーディーズ社 1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 86 都市管理サービス株式会社 1 9 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 87 東京官書普及株式会社 1 9 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 88 東日本電信電話株式会社 1 9 1 電話使用料 2 3 4 5
－ －

18 89
Hitachi Capital Singapore
Pte Ltd

1 9 1 備品リース（海外事務所） 2 3 4 5
－ －

18 90 あずさ監査法人 1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 91
株式会社ストック・リサー
チ

1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 92 住商リース株式会社 1 8 1 システムリース 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤⑥

18 93 大新東株式会社 1 8 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 94 東京トヨタ自動車株式会社 1 8 1 自動車購入 2 3 4 5
－ －

18 95 株式会社日本経済社 1 7 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 96 株式会社伊豆急ハウジング 1 7 1 施設改修工事費 2 3 4 5
－ －

18 97 明治安田生命保険相互会社 1 7 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 98 株式会社飛竜企画 1 7 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 99 株式会社オートシステム 1 7 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 100 税理士法人PWC 1 7 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤－ア⑥－ア

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付
⑤―ア　特命随契による金銭交付総額の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位100団体）
⑥―ア　⑤―アの団体の内、平成18年度の上位100団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1
株式会社電通国際情報サー
ビス

29 1,046 1 システム更新 2 システム更新 3 システム保守 4 システム更新 5 システム作業委託 － －

・「国家公務員
再就職者の在籍
数」は、相手先
団体の内部情報
であり、把握し
ていないため記
載していない。
・備考欄におい
て、以下同じ。

18 2 都市管理サービス株式会社 3 292 1 本店ビル管理業務 2 本店ビル管理業務 3 施設管理費 4 5
－ －

18 3
株式会社千代田エイジェン
シー

5 242 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 施設管理費 5 施設管理費
－ －

18 4 都市総合整備株式会社 3 169 1 施設管理費 2 施設管理費 3 施設管理費 4 5
－ －

18 5
アビームコンサルティング
株式会社

9 163 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 コンサルティング費用
－ －

18 6 ダイビル株式会社 1 154 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 7 富士通株式会社 8 153 1 システム作業委託 2 システム更新 3 システム更新 4 バックアップセンター賃借料 5 システム更新
－ －

18 8 財団法人日本経済研究所 7 123 1 財務データバンク作成 2 財務データバンク作成 3 統計要覧作成 4 調査委託 5 調査委託
－ －

18 9 日本電設工業株式会社 2 119 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 10
富士通サポートアンドサー
ビス株式会社

1 119 1 システム作業委託 2 3 4 5
－ －

18 11 大星ビル管理株式会社 3 101 1 支店維持管理費 2 支店事務所賃借料 3 支店事務所公益費 4 5
－ －

18 12 株式会社ティ・コネクト 8 99 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム保守
－ －

18 13
ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ　ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾝｻﾙﾃｨ
ﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ株式会社

7 96 1 システム更新 2 システム更新 3 システム更新 4 システム更新 5 システム更新
－ －

18 14 株式会社電気ビル 1 91 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 15
株式会社日本ブレインウエ
アトラスト

5 82 1 システム作業委託 2 システム更新 3 コンサルティング費用 4 コンサルティング費用 5 システム更新
－ －

18 16 鹿島建設株式会社 5 75 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 施設改修工事費 4 施設改修工事費 5 施設改修工事費
－ －

18 17 富士ゼロックス株式会社 2 75 1 複写機使用料 2 トナー代 3 4 5
－ －

18 18 東京電力株式会社 1 73 1 電力使用料
－ －

18 19 税理士法人平成会計社 2 71 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 20 株式会社第一ビルディング 2 70 1 支店事務所賃借料 2 支店事務所賃借料 3 4 5
－ －

18 21 日本ビルファンド投資法人 1 70 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 22 みすず監査法人 2 66 1 監査費用 2 研修委託 3 4 5
－ －

18 23 株式会社名豊グループ本社 1 64 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

備考年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

年度 番号

調査中

調査中

備考相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等）

相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の契約件名等） 備考年度 番号



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤－ア⑥－ア

18 24 株式会社オービック 2 62 1 システム更新 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 25 中央青山監査法人 1 54 1 監査費用 2 3 4 5
－ －

18 26
ｱﾝﾀﾞｰｿﾝ・毛利・友常法律事
務所

1 53 1 弁護士費用 2 3 4 5
－ －

18 27 株式会社三菱東京UFJ銀行 2 52 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 28 株式会社中央建物 1 52 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 29 須賀工業株式会社 2 47 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 30 国民生活金融公庫 1 43 1 公庫ビル管理業務 2 3 4 5
－ －

18 31
サリヴァンアンドクロム
ウェル外国法共同事業法律
事務所

3 38 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 弁護士費用 4 5

－ －

18 32
金沢中央ビルディング株式
会社

1 35 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 33 高砂熱学工業株式会社 2 34 1 施設改修工事費 2 施設改修工事費 3 4 5
－ －

18 34
DEGI Deutsche
Gesellschaft fuer
Immobilienfonds GmbH

1 34 1
海外事務所移転費用及び賃
借料

2 3 4 5

－ －

18 35
株式会社都市未来総合サー
ビス

2 32 1 施設管理費 2 福利厚生業務委託 3 4 5
－ －

18 36 ネクストコム株式会社 3 32 1 システム保守 2 システム保守 3 システム保守 4 5
－ －

18 37
(２社契約）中央ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
株式会社・株式会社きらめ
き

1 30 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5

－ －
契約先は、中央
ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ株式会
社及び環境をｻ
ﾎﾟｰﾄする株式会
社きらめき

18 38
CESC 1101 17th Street
L.L.C. of Delaware

1 30 1 海外事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 39
コニカミノルタテクノ東京
株式会社

1 27 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 40 株式会社リコー 1 26 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 41
財団法人北海道東北地域経
済総合研究所

4 25 1 地域ハンドブック作成 2 調査委託 3 調査委託 4 調査委託 5
－ －

18 42 凸版印刷株式会社 2 23 1
ディスクロ誌印刷・製本費
用

2 アニュアルﾚﾎﾟｰﾄ製本印刷 3 4 5
－ －

18 43
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ・ﾜｰﾙﾄﾞﾜｲﾄﾞ
株式会社

4 22 1 広報誌印刷製本費用 2 広報誌印刷製本費用 3 広報誌印刷製本費用 4 広報誌印刷製本費用 5
－ －

18 44
日経メディアマーケティン
グ株式会社

1 22 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 45
ワトソンワイアット株式会
社

2 20 1 コンサルティング費用 2 コンサルティング費用 3 4 5
－ －

18 46 日本交通株式会社 1 20 1 自動車運行管理業務委託 2 3 4 5
－ －

18 47
エヌ・ティ・ティ・ビジネ
スアソシエ

1 20 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 48 あさひ・狛法律事務所 2 19 1 弁護士費用 2 弁護士費用 3 4 5
－ －

18 49 株式会社東京商工リサーチ 1 19 1 企業情報検索 2 3 4 5
－ －

18 50
スタンダードアンドプアー
ズ

1 17 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 51
ＮＥＣネッツエスアイ株式
会社

2 17 1 電話交換機保守 2 電話移設費 3 4 5
－ －

18 52
株式会社三友システムアプ
レイザル

1 17 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 53
株式会社ジャパン・メディ
カル・ブランチ

1 17 1 診療所業務委託 2 3 4 5
－ －

18 54
株式会社トーマスドットコ
ム

2 16 1 システム保守 2 システム更新 3 4 5
－ －

18 55
株式会社伊豆急コミュニ
ティー

1 15 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 56
東京海上アセットマネジメ
ント投信株式会社

1 14 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤－ア⑥－ア

18 57 住商情報システム株式会社 1 14 1 システム更新 2 3 4 5
－ －

18 58 エームサービス株式会社 2 14 1 施設管理費 2 施設管理費 3 4 5
－ －

18 59 みずほコーポレート銀行 2 13 1 債券発行に係る諸費用 2 債券発行に係る諸費用 3 4 5
－ －

18 60
株式会社ビー・エス・エス
企画

1 13 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 61
東洋オフィスメーション株
式会社

1 13 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 62 株式会社九段都市鑑定 1 13 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 63 株式会社東京カンテイ 1 12 1 鑑定評価依頼 2 3 4 5
－ －

18 64
エヌ・ティ・ティ都市開発
株式会社

1 12 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 65 商船三井興産株式会社 1 12 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 66 財団法人日中経済協会 1 12 1 派遣運営経費 2 3 4 5
－ －

18 67
株式会社インターネットイ
ニシアティブ

1 11 1 インターネット使用料 2 3 4 5
－ －

18 68 Moody's　KMV Company 1 11 1
クレジットモニターサービ
ス

2 3 4 5
－ －

18 69
Securities and Exchange
Commission

1 11 1 登録手数料 2 3 4 5
－ －

18 70 株式会社ＡＢＭ 1 11 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 71
株式会社ネクストソリュー
ションズ

1 10 1 ホームページ業務委託 2 3 4 5
－ －

18 72 東急リバブル株式会社 1 10 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 73
デロイト　トーマツ　ＦＡ
Ｓ　株式会社

1 9 1 ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽ費用 2 3 4 5
－ －

18 74
文化放送キャリアパート
ナーズ株式会社

1 9 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 75 株式会社野村総合研究所 1 9 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 76
株式会社格付投資情報セン
ター

1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 77 ムーディーズ社 1 9 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 78 都市管理サービス株式会社 1 9 1 施設管理費 2 3 4 5
－ －

18 79 東京官書普及株式会社 1 9 1 外部データベース使用料 2 3 4 5
－ －

18 80 東日本電信電話株式会社 1 9 1 電話使用料 2 3 4 5
－ －

18 81 あずさ監査法人 1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 82
株式会社ストック・リサー
チ

1 8 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 83 株式会社日本経済社 1 7 1 日経テレコン２１使用料 2 3 4 5
－ －

18 84 明治安田生命保険相互会社 1 7 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 85 株式会社飛竜企画 1 7 1 採用関係費用 2 3 4 5
－ －

18 86 株式会社日建設計 1 7 1 施設改修工事費 2 3 4 5
－ －

18 87
ジブラルタ生命保険株式会
社

1 7 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 88 税理士法人PWC 1 7 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 89 税理士法人中央青山 1 7 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 90 ＫＤＤＩ株式会社 1 7 1 電話料等使用料 2 3 4 5
－ －

18 91 中村慈美税理士事務所 1 6 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 92
マイルストーンターンアラ
ウンドマネジメント株式会
社

1 6 1 コンサルティング費用 2 3 4 5

－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑤－ア⑥－ア

18 93 株式会社日本格付研究所 1 6 1 格付関係費用 2 3 4 5
－ －

18 94 Donnelley Roman Financial 1 6 1 印刷費用 2 3 4 5
－ －

18 95
有限会社ネルヴァ・インベ
ストメント

1 6 1 支店事務所賃借料 2 3 4 5
－ －

18 96 株式会社野村総合研究所 1 6 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －

18 97
株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

1 6 1 システム保守 2 3 4 5
－ －

18 98 株式会社赤井沢 1 6 1 複写機使用料 2 3 4 5
－ －

18 99
株式会社東京クリアセン
ター

1 5 1 一般廃棄物処理 2 3 4 5
－ －

18 100 株式会社スクウェイブ 1 5 1 コンサルティング費用 2 3 4 5
－ －



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑦⑧

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

備考
内、常勤者数

調査中

締結年度 番号 目的（契約件名等） 契約金額(百万円) 落札率(％)

⑦平成16年度から18年度の金銭交付総額が2,000万円以上の団体の内、当該団体の平成16年度から18年度の各事業年度総収入に対する当該機関からの
当該年度の金銭交付額が占める割合が平成16年度から18年度の３ヵ年連続して20％超の団体に対する個々の契約の締結年度、目的、契約金額、落札
率

⑧⑦の団体における国家公務員再就職者の在籍数

当該団体に対する個々の契約

番号 相手先団体の名称
国家公務員再就職者の在籍数（人）



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑨

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

平成16年度
備考

内、常勤者数

16 調査中

平成17年度
備考

内、常勤者数

17 調査中

平成18年度
備考

内、常勤者数

18 本表において該当無し
18
18
18

年度

年度

年度

当該発注事業の概要（契約件名等(相手先団体名称)） 再委託先の名称

番号 当該発注事業の概要（契約件名等(相手先団体名称)） 再委託先の名称

番号
国家公務員再就職者の在籍数（人）

国家公務員再就職者の在籍数（人）

国家公務員再就職者の在籍数（人）

⑨金銭交付の原因となる当該機関からの発注事業等を再委託している場合、当該発注事業の概要、再委託先の名称及び再委託先の国家公務員再就職者の在籍数（契約が特命随契に基づく場合、そ
の旨を明記）

特命随契該
当の有無

特命随契該
当の有無

特命随契該
当の有無

番号 当該発注事業の概要（契約件名等(相手先団体名称)） 再委託先の名称



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑩

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

平成16年度 平成17年度 平成18年度 備考

予算決算及び会計令第99条第２号から７
号に定める金額を超えて随意契約に付し
た契約の件数（件）

調査中 調査中 241

（当該機関の随意契約による契約の総件
数に占める割合（％））

調査中 調査中 100.0%

予算決算及び会計令第99条第２号から７
号に定める金額を超えて随意契約に付し
た契約の総契約金額（百万円）

調査中 調査中 5,638

（当該機関の随意契約による契約の総金
額に占める割合（％））

調査中 調査中 100.0%

⑩予算決算及び会計令第99条第２号から７号に定める金額を超えて随意契約に付した契約の件数（当該機関
の随意契約による契約の総件数に占める割合を含む）及び総契約金額（当該機関の随意契約による契約の総
金額に占める割合を含む）



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑪

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

平成16年度

契約金額 備考

（百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

16 調査中

平成17年度
契約金額 備考
（百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

17 調査中

平成18年度
契約金額 備考
（百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1 本表において該当無し
18
18
18
18
18
18

⑪参加者が一団体であった契約について、契約ごとに参加要件、相手先名称、契約日、契約内容、契約金額及び契約相手先における国家公務員再就職者の在籍数（末尾に該当契約の総件数及び総契約金額を記載）

番号 契約日相手先名称 契約内容（契約件名等）

年度

該当契約の総件数（件）
該当契約の総契約金額（百万円）

年度

契約内容（契約件名等）

該当契約の総件数（件）
該当契約の総契約金額（百万円）

参加要件

相手先名称

該当契約の総契約金額（百万円）

年度

番号 参加要件

該当契約の総件数（件）

番号 相手先名称参加要件

国家公務員再就職者の

国家公務員再就職者の

国家公務員再就職者の

契約日

契約内容（契約件名等）契約日



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑫

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

平成16年度

契約金額 備考
（百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

16 調査中

平成17年度
契約金額 備考
（百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

17 調査中

平成18年度
契約金額 備考
（百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 本表において該当無し
18
18
18
18
18
18

年度

該当契約の総契約金額（百万円）
該当契約の総件数（件）

該当契約の総契約金額（百万円）

番号年度

契約内容（契約件名等）契約日番号

相手先名称 契約日 契約内容（契約件名等）

国家公務員再就職者の

国家公務員再就職者の

該当契約の総件数（件）
該当契約の総契約金額（百万円）

相手先名称

⑫参加者が全て公益法人（改正前民法34条法人、社会福祉法人、特定非営利活動法人）であった契約について、契約ごとに相手先名称、契約日、契約内容、契約金額及び契約相手先における国家公務員再就
職者の在籍数（末尾に該当契約の総件数及び総契約金額を記載）

年度

該当契約の総件数（件）

番号 相手先名称
国家公務員再就職者の

契約内容（契約件名等）契約日



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑬

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

平成16年度

特命随契 予定価格 契約価格 落札率 備考

該当の有無 （百万円） （百万円） （％）
16 調査中
該当入札（契約）の総件数（件）

平成17年度

特命随契 予定価格 契約価格 落札率 備考

該当の有無 （百万円） （百万円） （％）
17 調査中
該当入札（契約）の総件数（件）

平成18年度

特命随契 予定価格 契約価格 落札率 備考

該当の有無 （百万円） （百万円） （％）
18 本表において該当無し
18
18
18
18
18
18
該当入札（契約）の総件数（件）

年度

年度 番号 契約の概要（契約件名等）

番号 契約の概要（契約件名等）

契約相手先団体名称

該当入札（契約）の総金額（百万円）

⑬「当該契約内容（発注事業等）にかかわる実務経験者の在籍」を参加の要件とするそれぞれの契約について、契約の概要、特命随契該当の有無、参加団体数、契約相手先団体名称、予定価格、契約価格、落札率（末尾に該
当入札の総件数、総金額を記載）

契約相手先団体名称
参加団体
数

番号 契約の概要（契約件名等）年度 契約日

参加団体
数

契約相手先団体名称

該当入札（契約）の総金額（百万円）

該当入札（契約）の総金額（百万円）

契約日

契約日
参加団体
数



（６）随意契約による契約に基づく金銭交付　⑭

（６）随意契約による契約に基づく金銭交付

平成16年度

特命随契 予定価格 契約価格 落札率 備考

該当の有無 （百万円） （百万円） （％）
16 調査中
該当入札（契約）の総件数（件）

平成17年度

特命随契 予定価格 契約価格 落札率 備考

該当の有無 （百万円） （百万円） （％）
17 調査中
該当入札（契約）の総件数（件）

平成18年度

特命随契 予定価格 契約価格 落札率 備考

該当の有無 （百万円） （百万円） （％）
18 本表において該当無し
18
18
18
18
18
18
該当入札（契約）の総件数（件）

番号

該当入札（契約）の総金額（百万円）

年度 番号 契約の概要（契約件名等）

該当入札（契約）の総金額（百万円）

年度 契約日

⑭「当該契約内容（発注事業等）にかかわる契約（請負）実績」を参加の要件とするそれぞれの契約について、契約の概要、特命随契該当の有無、参加団体数、契約相手先団体名称、予定価格、契約価格、落札率（末尾に該当
入札の総件数、総金額を記載）

契約相手先団体名称
参加団体
数

番号 契約の概要（契約件名等）年度 契約日

該当入札（契約）の総金額（百万円）

契約日

契約の概要（契約件名等）
参加団体
数

契約相手先団体名称

契約相手先団体名称
参加団体
数
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